
　　各　位 令和7年7月4日

令和７年度大津市地域型保育事業（令和８年４月開所）の設置事業者公募　質問に対する回答

こども未来部保育入所課

質問項目 資料名（頁） 質問内容 回答

施設平面計画について
令和７年度大津市地域型保育事
業者募集要領　3ページ

二区画を使用するとありますが、間仕切りの壁を撤去し
て1室として計画する事は可能でしょうか。
不可の場合、トイレや事務室に行くのに一度外に出てか
ら行き来をする動線計画になっても問題無いでしょう
か。

１０５号室と１０６号室の間の壁は耐震壁であり、撤去することはできま
せん。
動線計画についてはお見込みのとおりです。

補助対象経費について
令和７年度大津市地域型保育事
業者募集要領　5ページ
５ 補助金等について

設計監理費用・備品購入費も補助対象になるでしょう
か。
申請会社のグループ会社に設計事務所がありますが、そ
の会社に業務を委託することは問題無いでしょうか。

設計監理費用（委託料）・備品購入費（単価50,000円以上）についていず
れも補助対象です。
設計業務委託についてお見込みのとおりです。

整備する施設の概要について 様式第４号　1ページ

定員は将来弾力運用できるように置き式の稼働家具で間
仕切して良いでしょうか。
保育室面積の0.1.2歳に係る部分の面積は有効面積でしょ
うか。

間仕切りについてはお見込みのとおりです。
保育室の面積ですが、各室、内法面積で計算してください。

待機児童について 該当なし

公募への参加に向けた事前調査を行っておりますなか、
これから 3年、5年と運営を継続していくことを前提と
し、下記についてご教授いただけますと幸いでございま
す。
1. 開園から3年間の定員数に対する在園率（推測）とそ
の理由
2. 開園から5年間の定員数に対する在園率（推測）とそ
の理由
上記、2点をお伺いできますと幸いです。
よろしくお願い申し上げます。

１および２の質問についてですが、「募集要領の６ページ ８ その他」に
記載されているとおり、募集地域では、現時点で保育の需要が見込まれる
と判断される地域ですが、今後の安定した保育需要を確約するものではな
いので、その地域での施設設置の必要性を十分検討してください。

なお、参考までに令和７年４月１日に大津市にて開所された地域型保育施
設２園の令和７年６月１日現在の在園児数は以下の通りとなります。
・みらいもみじ保育園（下阪本学区）　在園児数：１８名（定員１９名）
・おーろら保育園（滋賀学区）　在園児数：１８名（定員１９名）

財務関係書類のうち、
「納税証明書」について

申込書類提出一覧
別表１

以下のいずれを提出でしょうか。
・納税証明書 その3-3
・納税証明書 その3-2
・納税証明書 その4

「募集要領の３ページ ■応募資格　１応募主体(2)」に記載されていると
おり、国税、県税、市税を完納していることが確認できる書類であれば問
題ありません。

財務関係書類のうち、
「納税証明書」について

申込書類提出一覧
別表１

・法人本部の分のみの提出で良いでしょうか。全拠点分
の提出が必要でしょうか。
・原本提出でしょうか。

・法人本部の分のみで問題ありません。
・コピーの提出でも構いません。

事業計画書類の枚数について
申込書類提出一覧
別表２

左上に「※A4縦サイズ8ページ以内で作成してくださ
い。」とありますが、別添資料も含めて8ページ以内に収
めなければなりませんか。

お見込みのとおりです。



理事会及び評議委員会の議事録（直近3年分の決算承認
に関するもの）

申込書類提出一覧
別表１

決算部分の抜粋議事録のみを提出でよろしいでしょう
か。

お見込みのとおりです。

地域などの理解について 募集要項５ページ

選定後、地域の方の理解を得るようには書かれていまし
たが、選定前の地域への事前説明は必要ないのでしょう
か？(すでに場所が決まっているため、ここで保育園をす
ることは説明済み？)

お見込みのとおり、すでに本市において、地域型保育施設が設置されるこ
とはご説明済みです。

提出書類について 申込書類提出一覧
（R7.6.17）以降の通帳の写しまたは残高証明書は法人の
口座ではなく個人の口座でも大丈夫でしょうか。

運営法人等の支払い能力を確認するために、証明書の提出をお願いしてい
ます。したがって、運営法人等の口座に関する証明書をご提出ください。

事業者の収支予算書について 別表１

・資金収支計算書及び内訳書、事業活動収支計算書及び
内訳書が、収支予算書ということでしょうか。
・株式会社の場合、損益計算書、キャッシュフロー計算
書になりますでしょうか。

お見込みのとおりです。

補助金について
５ページ
■募集条件等
５補助金等について

・設計費、備品費は補助対象でしょうか。
・備品費の補助対象要件はありますでしょうか。（金
額、内容等）

設計費（委託料）・備品購入費（単価50,000円以上）についていずれも補
助対象です。


